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2024 年 11 ⽉号 

『改正⾷品関連法規解説 2024』 

改正された主な⾷品関連法規の概要を学ぶ（24） 
⽂責︓⼭⼝ 廣治（⼀般社団法⼈全国スーパーマーケット協会 客員研究員） 

 

＜はじめに＞ 

今⽉は前⽉に続き、令和 6 年（2024 年）7 ⽉ 12 ⽇から令和 6 年 8 ⽉ 23 ⽇の期間に公布・改正された主な

⾷品関連法規を解説（⼀部抜粋・省略・加⼯）します。 

 

197．「⽣産情報公表養殖⿂」の⽇本農林規格の⼀部を改正する件が告⽰。また、⽣産⾏程管理者の認証の技術的

基準等に関する改正、⽣産情報公表養殖⿂についての⼩分け業者等の認証の技術的基準に関する改正、⽣産情報

公表養殖⿂の⽣産⾏程についての検査⽅法に関する改正も告⽰（令和６年７⽉ 12 ⽇） 

【主な改正の内容】 

１）⽇本農林規格（JAS）の国際規格化を図るため、国際規格に沿った形式に改められた。 

２）JAS を利⽤する⽣産者に分かりやすい規格とするため、⽣産情報の公表⽅法や連絡先の表⽰⽅法について例

⽰を追加する等の改正が⾏われた。 

（改正後の⽇本農林規格からの⼀部抜粋） 

＜⽣産情報公表養殖⿂ （Cultivated fish with production details）＞ 

●⽣産情報公表養殖⿂の⽇本農林規格の⼀部改正 

4 ⽣産の⽅法  

⽣産情報公表養殖⿂の⽣産の⽅法についての基準は、⽣産情報を識別番号ごとに正確に記録するとともに、その
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記録を保存し、事実に即して公表 1)していることとする。  

注) 公表する⽅法の例として、電話で回答する⽅法、ファクシミリで送信する⽅法若しくはホームページに掲載

する⽅法⼜はこれらを組み合わせた⽅法が考えられるが、これらに限らない 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

●⽣産情報公表養殖⿂についての⽣産⾏程管理者の認証の技術的基準の⼀部改正 

1 適⽤範囲 

この基準は、登録認証機関及び登録外国認証機関（以下“認証機関等”という。）が⽇本農林規格等に関する法律

（昭和 25 年法律第 175 号）第 10 条第 2 項及び第 30 条第 2 項の規定に基づき⾏う⽣産情報公表養殖⿂につい

ての⽣産⾏程管理者及び外国⽣産⾏程管理者（以下“⽣産⾏程管理者等”という。）の認証の技術的基準を規定す

る。 

2 引⽤規格  

次に掲げる引⽤規格は、この基準に引⽤されることによって、その⼀部⼜は全部がこの基準の要求事項を構成し

ている。この引⽤規格は、その最新版を適⽤する。  

JAS 0416 ⽣産情報公表養殖⿂  

3 ⽤語及び定義  

この基準で⽤いる主な⽤語及び定義は、JAS 0416 による。 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

●⽣産情報公表養殖⿂についての⼩分け業者の認証の技術的基準の⼀部改正 

1 適⽤範囲  

この基準は、登録認証機関及び登録外国認証機関（以下“認証機関等”という。）が⽇本農林規格等に関する法律

（昭和 25 年法律第 175 号）第 11 条第 1 項及び第 31 条第 1 項の規定に基づき⾏う⽣産情報公表養殖⿂につい

ての⼩分け業者及び外国⼩分け業者の認証の技術的基準を規定する。   

2 引⽤規格  

次に掲げる引⽤規格は、この基準に引⽤されることによって、その⼀部⼜は全部がこの基準の要求事項を構成し

ている。この引⽤規格は、その最新版を適⽤する。  

JAS 0416 ⽣産情報公表養殖⿂  

3 ⽤語及び定義  

この基準で⽤いる主な⽤語及び定義は、JAS 0416 による。 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

●⽣産情報公表養殖⿂の⽣産⾏程についての検査⽅法の⼀部改正 

1 適⽤範囲  

この検査⽅法は、⽇本農林規格等に関する法律（昭和 25 年法律第 175 号）第 10 条第 2 項及び第 30 条第 2 項

の規定による認証を受けた⽣産⾏程管理者及び外国⽣産⾏程管理者（以下“認証⽣産⾏程管理者等”という。）が⾏
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う⽣産情報公表養殖⿂の⽣産⾏程についての検査⽅法を規定する。  

2 引⽤規格  

次に掲げる引⽤規格は、この検査⽅法に引⽤されることによって、その⼀部⼜は全部がこの検査⽅法の要求事項

を構成している。この引⽤規格は、その最新版を適⽤する。  

JAS 0416 ⽣産情報公表養殖⿂  

3 ⽤語及び定義  

この検査⽅法で⽤いる主な⽤語及び定義は、JAS 0416 による。 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

【施⾏⽇】令和６年 8 ⽉ 11 ⽇ 

 

198．「鶏卵の表⽰に関する公正競争規約の⼀部変更を認定した件」が告⽰され、「鶏卵の表⽰に関する公正競争

規約」が改正（令和６年７⽉ 16 ⽇） 

【主な改正の内容】 

１）⾷品表⽰基準との整合性を図るための改正として、容器包装への表⽰が困難な場合の表⽰の⽅式に関する規

定と栄養成分表⽰の根拠資料に関する規定の追加等。 

２）語句の整理として、「明りょう」→「明瞭」等 

 

（改正後の公正競争規約および施⾏規則からの⼀部抜粋） 

（⽬的）  

第１条 この公正競争規約（以下「規約」という。）は、不当景品類及び不当表⽰防⽌法（昭和 37 年法律第 134

号）第 36 条第１項の規定に基づき鶏卵の取引について⾏う表⽰に関する事項を定めることにより、不当な顧客

の誘引を防⽌し、⼀般消費者による⾃主的かつ合理的な選択及び事業者間の公正な競争を確保することを⽬的と

する。・・・・・・ 

（定義）  

第２条 この規約において「鶏卵」とは、国内において⽣産された殻付鶏卵であって、⼀般消費者向けに⽣⾷⽤と

して販売されるものをいう。・・・・・・ 

（必要表⽰事項）  

第３条 事業者は、施⾏規則に定めるところにより、鶏卵の容器包装に、次に掲げる事項を、外部から⾒やすい場

所に邦⽂で明瞭に表⽰しなければならない。ただし、第４号及び第８号に掲げる事項については、施⾏規則で定

める鶏卵に限る。・・・・・・ 

２容器包装の形状等により当該容器包装に直接表⽰することが困難な場合は、次に掲げる箇所のいずれかへの表

⽰をもって、容器包装への表⽰に代えることができる。  

(1) 透明な容器包装に包装されている等、必要な表⽰事項が外部から容易に確認できる場合にあっては、当該容

 

 
Ⓒｍｉｚｕｈｏ.デザインオフィス 
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器包装に内封されている表⽰書。ただし、賞味期限にあっては、表⽰書に代えて卵の殻に直接印字することによ

り表⽰しても差し⽀えない。  

(2) 容器包装に結び付ける等、当該容器包装と⼀体となっている場合にあっては、当該容器包装に結び付けられ

た札、票せん、プレート等。  

３紙製容器包装及びプラスチック製容器包装の分別回収のための「識別マーク」は、施⾏規則に定めるところに

より表⽰しなければならない。 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

（特定事項の表⽰基準）  

第４条 事業者は、鶏卵の取引に関し、次のいずれかに該当する事項を表⽰する場合は、当該各号に定めるところ

によらなければならない。  

(1) 栄養強化卵である旨表⽰する場合  

栄養強化卵である旨表⽰する場合には、栄養強化卵の基準を満たす栄養成分が明瞭となるように、増減⼜は付加

された栄養成分名及び可⾷部分 100 グラム当たりの成分量を明記するとともに、⼀般消費者が⽐較しやすいよ

うに通常の鶏卵の当該成分量と対⽐して表⽰しなければならない。 なお、通常の鶏卵に含まれない栄養成分に

ついては、当該栄養成分の可⾷部分 100 グラム当たりの含有量の単位を明記して記載するとともに、通常の鶏

卵に含まれない栄養成分である旨を併記すること。  

(2) 鶏・鶏舎等の安全・衛⽣対策について表⽰する場合  

鶏・鶏舎等の安全・衛⽣対策について表⽰する場合には、当該対策を具体的に表⽰しなければならない。 なお、

他の事業者（この規約に参加しないものを含む。以下第６条第 10 号及び第 11 号において同じ。）において通常

⾏われている安全・衛⽣対策について、特別な対策であるかのような表⽰を⾏ってはならない。 

２ 事業者は、鶏卵の取引に関し、次のいずれかに該当する事項を表⽰する場合は、施⾏規則に定めるところによ

らなければならない。  

(1) 栄養成分等に関する事項  

(2) 鶏卵の栄養成分に関する量の多寡に関する事項 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

【施⾏⽇】令和６年７⽉ 16 ⽇ 

 

199．「トマト加⼯品」及び「パン粉」の⽇本農林規格が改正（告⽰:令和６年８⽉ 15 ⽇） 

【主な改正の内容】 

 ＪＡＳの国際規格との連動性、規格の検索性・利便性向上のため、JIS Z 8301（規格票の様式及び作成⽅法）

に従い規格の様式が改正。 

（改正後の⽇本農林規格からの⼀部抜粋） 

＜トマト加⼯品（Processed tomato products）＞ 

 
Ⓒｍｉｚｕｈｏ.デザインオフィス 
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4 品質  

4.1 トマトジュース  

トマトジュースの品質は、表 1 の品質基準に適合していなければならない。 

 

 
・・・・・以下、省略・・・・・ 

＜パン粉（Bread crumbs）＞ 

5 表⽰（業務⽤の製品に限る。）  

5.1 表⽰事項  

表⽰事項については、次の事項を表⽰していなければならない。ただし、⾷品表⽰基準（平成 27 年内閣府令第

10 号）の規定によって表⽰されなければならないとされている事項を除く。  

a) 名称   b) 保存の⽅法   c) 消費期限⼜は賞味期限   d) 原材料名   e) 添加物   f) ⾷品関連

事業者の⽒名⼜は名称及び住所   g) 原産国名   h)・i)  （略）  

注記）その他の表⽰事項については、⾷品表⽰基準の規定に従わなければならない。 

5.2 表⽰の⽅法  

表⽰の⽅法については、次による。  

a) （略）  

b) ⽔分 ⽔分の表⽰は、“（28±2） %”等とパーセントの単位で、単位を明記して記載しなければならない。た



 
 

6 
 

だし、この場合において上限値と下限値の差は 4 %以内でなければならない。 

c)・d)  （略） 

注記 その他の表⽰の⽅法については、⾷品表⽰基準の規定に従わなければならないとされている。 

5.3 表⽰の⽅式等  

表⽰の⽅式等については、次に定めるところによって、容器若しくは包装の⾒やすい箇所⼜は送り状に表⽰して

いなければならない。  

a)・b)  （略）  

c) 表⽰に⽤いる⽂字は、JIS Z 8305 に規定する 8 ポイントの活字以上の⼤きさの⽂字としなければならない。

ただし、表⽰可能⾯積がおおむね 150 cm2 以下のものにあっては、JIS Z 8305 に規定する 5.5 ポイントの活

字以上の⼤きさの⽂字としてよい。 

d) 図 1 は、縦書としてよい。  

e) 図 1 の枠を表⽰することが困難な場合には、枠を省略してよい。  

f) その他法令によって表⽰すべき事項及び消費者の選択に資する適切な表⽰事項は、図 1 の枠内に表⽰してよ

い。 

g) 表⽰しない項⽬にあっては、図 1 のその項⽬を省略する。  

注記 その他の表⽰の⽅式等については、⾷品表⽰基準の規定に従わなければならない。 

・・・・・以下、省略・・・・・ 

【施⾏⽇】令和６年９⽉ 14 ⽇ 

 

200．「醸造酢」及び「ジャム類」の⽇本農林規格が改正（告⽰:令和６年８⽉ 19 ⽇） 

【主な改正の内容】 

 ＪＡＳの国際規格との連動性、規格の検索性・利便性向上のため、JIS Z 8301（規格票の様式及び作成⽅法）

に従い規格の様式が改正。 

（改正後の⽇本農林規格からの⼀部抜粋） 

＜醸造酢（Brewed vinegar）＞ 

4  品質  

醸造酢の品質は、表 1 の品質基準に適合していなければならない。 
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・・・・・以下、省略・・・・・ 

【施⾏⽇】令和６年９⽉ 18 ⽇ 

 

201．⾷品衛⽣法施⾏規則の⼀部を改正する省令の公布（令和６年８⽉ 23 ⽇） 

機能性表⽰⾷品及び特定保健⽤⾷品に係る健康被害情報の提供の義務化としたこと 

【主な背景】 

営業者は、⾷品衛⽣法第 51 条第２項に基づき、施⾏規則第 66 条の２の規定により定められた基準に従い、

公衆衛⽣上必要な措置を定め、これを遵守しなければならない。その上で、今般の「紅麹関連製品に係る事案を

受けた機能性表⽰⾷品制度等に関する今後の対応」（令和６年５⽉ 31 ⽇紅麹関連製品への対応に関する関係閣

僚会合とりまとめ）を踏まえ、機能性表⽰⾷品及び特定保健⽤⾷品（健康増進法に規定する特別⽤途表⽰の許可

等に関する内閣府令第２条第１項第５号に規定する特定保健⽤⾷品をいう。以下同じ。）に係る健康被害に関す

る情報提供をより実効的なものとするため、⾷品衛⽣法施⾏規則について所要の改正を⾏った。 

【主な改正の内容】 

第１ 改正の概要 

１ 機能性表⽰⾷品及び特定保健⽤⾷品に係る健康被害情報の提供義務化（改正省令による改正後の別表第 17

第９号ハ） 

営業者は、⾷品衛⽣法（以下「法」）第 51 条第２項の規定に基づき、厚⽣労働省令で定める基準に従い、「衛

⽣管理計画」を作成し、これを遵守しなければならない。 

その基準を定めた⾷品衛⽣法施⾏規則（以下「施⾏規則」）別表第 17 第９号では、⾷品全般について、営業者

は、健康被害（医師の診断を受け、当該症状が当該⾷品⼜は添加物に起因する⼜はその疑いがあると診断された

ものに限る。以下同じ。）及び法に違反する情報を得た場合は、当該情報を都道府県知事等（都道府県知事、保健

所を設置する市の市⻑⼜は特別区の区⻑をいう。以下同じ。）に提供するよう努めること。 

今般、機能性表⽰⾷品及び特定保健⽤⾷品（以下「機能性表⽰⾷品等」）による健康被害に関する情報提供をよ

り実効的にするため、施⾏規則別表第 17 の衛⽣管理計画の基準として、⾷品全般の情報提供の努⼒義務は維持

した上で、営業者のうち、機能性表⽰⾷品の届出者及び特定保健⽤⾷品に係る許可を受けた者（「届出者等」）は、

機能性表⽰⾷品等に係る健康被害の情報を収集するとともに、これらの⾷品に係る健康被害の発⽣及び拡⼤のお

それがある旨の情報を得た場合は、速やかに当該情報を都道府県知事等に提供することを定める。 
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２ 衛⽣管理計画を必要に応じて作成することとされている者に係る健康被害情報の提供義務化（改正省令によ

る改正後の第 66 条の２第５項） 

営業者のうち、⾷品衛⽣法施⾏規則第 66 条の２第４項各号に掲げる営業者については、衛⽣管理計画を「必

要に応じて」作成することとされているところ、今般の改正では、これらの者を含む、すべての届出者等につい

て、施⾏規則別表第 17 第９号ハ（健康被害に関する情報収集と情報提供の義務）に係る衛⽣管理計画を作成し、

これを遵守することを義務付ける。 

３ その他改正事項 

(１) 改正省令による改正後の別表第 17 第９号ロ 

改正省令による改正前の施⾏規則別表第 17 第９号ロでは、⾷品全般について、営業者は、消費者が情報提供

者である場合に限って、健康被害及び法に違反する情報を得た場合には、これらの情報を都道府県知事等に提供

するよう努めることとされているところ、今般の改正では、⾷品全般に係る健康被害の発⽣等に関する情報を広

く収集する観点から、消費者以外の者が情報提供者である場合についても、これらの情報を都道府県知事等に提

供するよう努めることとした。 

(２) 改正省令による改正後の別表第 17 第９号ニ 

改正省令による改正前の施⾏規則別表第 17 第９号ハでは、⾷品全般について、営業者は、消費者及び製品を

取り扱う者が情報提供者である場合に限って、異味⼜は異臭の発⽣、異物の混⼊その他の健康被害につながるお

それが否定できない情報を得た場合は、当該情報を都道府県知事等に提供するよう努めることとされているとこ

ろ、今般の改正では、⾷品全般に係る健康被害につながるおそれが否定できない情報を広く収集する観点から、

消費者及び製品を取り扱う者以外の者が情報提供者である場合についても、当該情報を都道府県知事等に提供す

るよう努めることとした。 

第２ 施⾏期⽇等について 

１ 施⾏⽇は令和６年９⽉１⽇から。 

２ 経過措置 

改正省令による改正後の⾷品衛⽣法施⾏規則別表第 17 第９号ハの規定は、同号ハの営業者がこの省令の施⾏

の⽇前に機能性表⽰⾷品等（これらの⾷品が⾷品衛⽣法第８条第１項に規定する指定成分等含有⾷品である場合

を除く。）に係る健康被害の発⽣及び拡⼤のおそれがある旨の情報を得た場合については、適⽤しない。 

第３ 運⽤上の留意事項等について 

機能性表⽰⾷品等に係る健康被害の情報提供は、「機能性表⽰⾷品等に係る健康被害の情報提供について」（令

和６年８⽉ 23 ⽇付け健⽣⾷監発 0823 第３号）に基づき⾏う。ただし、機能性表⽰⾷品等であって、⾷品衛⽣

上の危害の発⽣を防⽌する⾒地から特別の注意を必要とする成分等を含む⾷品（「指定成分等含有⾷品」）にも該

当する⾷品による健康被害の情報の届出に関しては、「指定成分等含有⾷品に関する留意事項について」（令和６

年８⽉ 23 ⽇付け健⽣⾷監発 0823 第５号・消⾷基第 190 号）に基づき⾏うこと。 

【施⾏⽇】令和６年９⽉１⽇ 
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202．「⾷品表⽰基準」が改正（公布:令和６年８⽉ 23 ⽇）  

紅麹関連製品に係る健康被害事案を踏まえ、機能性表⽰⾷品制度の信頼性を⾼める観点から、「⾷品表⽰基準

の⼀部を改正する内閣府令」が公布、「⾷品表⽰基準」が改正された。同⽇付で「⾷品表⽰基準第２条第１項第 10

号イの別表第 26 の５の項の規定に基づき、内閣総理⼤⾂が定める届出の⽅法を定める告⽰」が制定された。 

【主な改正の内容】 

１ 届出内容の明確化 

機能性表⽰⾷品の届出に必要な次の①〜⑥の事項は、その具体的内容が「機能性表⽰⾷品の届出等に関するガイ

ドライン」（平成 27 年消⾷表第 141 号）に⽰されていたが、⾷品表⽰基準において規定するものとし、別表第

26 において具体的な届出内容が明確化された。 

①表⽰の内容 ②⾷品関連事業者名及び連絡先等の⾷品関連事業者に関する基本情報 ③安全性及び機能性の根

拠に関する情報 ④⽣産・製造及び品質の管理に関する情報 ⑤健康被害の情報収集体制 ⑥その他の必要な事項 

２ 届出後の遵守事項 

機能性表⽰⾷品における届出後の遵守事項として、別表第 27 において次の事項が定められた。 

(1) 安全性及び機能性の根拠に関する事項 

届出後に新たな科学的知⾒が得られた場合は、遅滞なく消費者庁⻑官に報告すること 

(2) ⽣産・製造及び品質の管理に関する事項 

・届出者の遵守事項として、錠剤、カプセル剤等⾷品についてはＧＭＰに適合していること 

・機能性関与成分を含有する原材料の規格書等を適切に保管していること 

・⾷品衛⽣法に基づく⾷品の基準及び規格等に適合することを確認していること 等 

(3) 健康被害の情報の収集及び提供に関する事項 

医師の診断による健康被害情報を収集するとともに、⾏政機関に速やかに提供すること 等 

(4) 遵守の状況等の⾃⼰点検及び評価並びにその結果の報告に係る事項 

届出者は(1)から(3)の事項に係る遵守状況等の⾃⼰点検及び評価を⾏い、その結果を１年ごとに消費者庁⻑官に

報告すること 

３ 表⽰⽅法等の⾒直し 

(1)「機能性表⽰⾷品である旨」は容器包装の主要⾯上部に「機能性表⽰⾷品」の⽂字を枠で囲んで表⽰すること 

(2)「機能性及び安全性について国による評価を受けたものではない旨」は、特定保健⽤⾷品と異なることを明確

に表⽰すること 

(3)「摂取する上での注意事項」は医薬品等との相互作⽤や過剰摂取防⽌の為の注意喚起を具体的に表⽰するこ

と 

(4)「疾病の診断、治療、予防を⽬的としたものではない旨」は医薬品とは異なることを明確に表⽰すること 等 

【施⾏⽇】令和６年９⽉１⽇（ただし、上記の１（⑤を除く。）、２の(2)の⼀部及び(4)に関する規定については、

令和７年４⽉１⽇） 
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【経過措置】 

２の(2)のＧＭＰへの適合、及び３に関する規定については、令和８年８⽉ 31 ⽇までは従前の例によることがで

きる。 

 

（参考資料を次ページに添付） 

つづく 

参考⽂献︓消費者庁、農林⽔産省、厚⽣労働省、中央法規（株）   

イラスト︓ｍｉｚｕｈｏ.デザインオフィス（イラストは転載禁⽌） 

 

 
 

 




